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01子育てしやすい環境を整えます
若い世代が安心して子どもを産み、育てることができる環境を整えるとともに、まちぐる
みで子育てに関わり、次世代を育む喜びが共有されるまちを実現します。

施策の方向性と主な取り組み【主な担当：保健課、福祉課】

施策の方向性

子育てを各ステージで応
援する総合的なサポート
対策を展開します

子育て世代の経済的負担の軽減に努めます
● 保育料・給食費の軽減【一部新規】
● 子ども等医療費助成の拡充【一部新規】
● 修学旅行・各種大会参加への支援【継続】
多様なニーズに対応した保育事業を展開します
● 延長保育・病後児保育のほか、保育中の発病時の対
応など、保護者のニーズに応じた保育事業の実施
【一部新規】
産前・産後のサポートを充実します
● 不妊治療費助成【継続】
● 島外出産への助成【継続】
● 新生児・乳幼児訪問等を通じた産後ケアの充実【継続】
結婚の希望を叶えるサポートを充実します
● 結婚に関する相談体制の充実【継続】
● 出会いの場づくりの推進【継続】

子育て世代包括支援セ
ンターを中心に子育てに
関する相談・支援体制の
さらなる充実を図ります

支援・相談体制の充実化を図ります
● 子育て世代包括支援センター※1の設置【新規】
● 子育て支援センター事業の実施【継続】
● 子育てサロン事業※２の実施【継続】

家庭、地域、企業等と連
携した子育てしやすい環
境づくりを進めます

※1子育て世代包括支援センター
　妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供できることを目的とする機関
※2子育てサロン
　子育てをしている保護者やその子どもが同じような仲間と交流できる憩いの場

保育人材・保育施設を拡充します
● 保育士、放課後児童支援員等の確保【継続】
● 既存保育施設の整備・修繕【継続】
子育てしやすい職場づくりを推進します
● 事業所における子育て環境改善に向けた活動に関
する啓発及び支援の実施【継続】
関係機関との連携強化を図ります
● 放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携強化
【新規】

● 地域行事等を通じた子どもと地域住民との交流機
会の創出【継続】

主な取り組み

現状と課題

KPI

合計特殊出生率

年間出生数

保育所待機児童数

子育て支援センター設置数

家庭教育研修会(親学プログラム等)の実施回数

放課後児童クラブ受け入れ可能数

放課後子ども教室開催回数

出産後職場復帰奨励金活用事業所件数

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

2.28

99人

0人

2箇所

11回/年

79人/年

382回/年

19件/年

2.28

110人

0人

2箇所

15回/年

88人/年

420回/年

25件/年

内容の充実
を図る

　安心して子育てができる環境をつくるためには、子育てにかかわる様々な不安や悩み

を解消し、地域社会全体で子どもを育てていく姿勢が重要になります。隠岐の島町で

は、町内の各保育所や地域の方 と々連携しながら、地域交流の機会を設けることで、地

域全体で子どもを見守り、育てる環境づくりを推進しています。これまでの取り組みを継

続していくとともに地域と連携した活動を充実していくことが必要です。

　平成27年度から始まった新たな子ども子育て支援制度等に基づき、保護者の就労形

態の多様化に対応し、幼児教育環境の拡充や子育て支援の充実を進めています。平成

28年度には第２子以降の保育料無償化の実施、また令和元年10月の子ども・子育て支

援法改正に伴う３歳以上児と３歳未満児(非課税世帯)の保育料の無償化にあわせ、町

独自に副食費の無償化を実施する等、子育て世帯の経済的負担の軽減にも努めていま

す。しかし、保育士をはじめとする保育分野の人材不足や保育施設の老朽化が進んでお

り、人材確保や施設整備を計画的に進める必要があります。
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1.ひとが輝くまち

子どもたちの学ぶ意欲を引き出し、一人ひとりの能力を伸ばす教育環境づくりを進める
とともに、ふるさとへの愛着や誇りと、たくましく生きる力を持った将来を担う子どもたち
が育つまちを実現します。

将来を担う⼦どもたちが育つ
魅⼒ある教育環境づくりを進めます02

基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

ふるさと教育の授業時数 各学級
35時間以上/年

各学級
35時間以上/年

学校での地域人材活用数
（地域コーディネーター、地域講師、地域ボランティアの合計） 1,201人/年 1,680人/年

放課後子ども教室開催回数 382回/年 420回/年 内容の充実
を図る

ふるさと給食の実施数 1回/月 2回/月
教育用パソコン、タブレット１台あたりの
児童・生徒数 5～6人/台 1人/台

島内高等学校の入学希望者数 129/170人 153/170人 定員の９割
を目標

　伝統行事、伝統食、季節行事などの地域資源を活かした保育事業やジオパーク学習を

はじめとした総合学習などのふるさと教育の推進を通じて、子どもたちのふるさとを愛

し、誇りに思う気持ちの醸成に効果が現れつつあります。さらに、地域への貢献意欲を向

上させながら将来の担い手の育成につなげることが必要です。

　学校・家庭・地域が連携して子育てを進める「わいらの島の子育て協働プロジェクト」

を進め、地域の大人が子どもの教育に参画することで、子どもたちの学びや体験活動が

充実してきました。しかし、ボランティアとしてかかわる方々が高齢化し、活動に参画する

人数が少なくなってきています。学校・家庭・地域で目的や目標を共有して、より多くの、

より幅広い層の地域住民の参画を進めていく必要があります。

　保護者と連携した家庭学習の充実を進めてきましたが、学習習慣の定着に課題が残さ

れています。支援が必要な子どもが増加する中、すべての子どもたちが自分らしい生き方

を創造できる能力を身につけるための教育機会の充実が必要です。また、隠岐の島町図

書館を中心に、親と子の読書普及事業など、子どもの読書活動を支援する事業を進めて

おり、今後も「子ども読書活動推進計画」に基づいた事業を展開していくことが必要です。

　島内の高校の入学希望者は、定員を大きく下回っている状況です。高校魅力化を地域と

連携して進めることで、島内高校の活性化と地域の活性化をつなげていくことが必要です。
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓教委総務学校教育課、教委社会教育課】

施策の⽅向性 主な取り組み

ふるさとへの愛着と誇り
を育む教育を推進します

地域全体で子どもたちを育てます
●学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進【継続】
●地域の「ひと・もの・こと」を積極的に活用した教育活
動の推進【継続】

●竹島領有権問題学習のさらなる推進【継続】
地域資源を活かした教育を進めます
●ジオパーク学習や地域の課題発見解決学習等のふ
るさと教育の推進【継続】

心豊かで、広い視野をも
ち、たくましく生きる力を
育む教育を推進します

地域・社会との交流を促進します
●地域行事等を通じた子どもと地域住民との交流機
会の創出【継続】（再掲）

●職場体験や社会体験等のキャリア教育の推進【継続】
●保・小・中・高校と地域の連携体制の構築【継続】
心豊かな教育を推進します
●子どもたちの発達の段階に応じた道徳教育の推進
　【継続】
グローバル化に対応した人材を育みます
●地域間交流や国際交流等の交流活動の推進【継続】

全ての子どもたちがのび
のび学ぶことのできる魅
力ある教育環境を整え
ます

安心・安全な教育環境を構築します
●支援が必要な子どものニーズに応じた特別支援教育
の推進【継続】

●安全・安心で快適な学習環境整備の推進【継続】
●学校施設の適正な整備・管理【継続】
情報社会に対応した教育を推進します
●学びを支える基盤となるICT教育環境整備の推進
【継続】
●学校図書館やICT機器を活用した授業の推進【継続】
魅力ある教育環境を整備します
●本町らしい教育の魅力化を推進する連携体制整備
の推進【継続】

●本町らしい魅力を感じられる学校づくりの推進【継続】
●高校魅力化を促進する地域の連携体制整備の推進
【継続】
●各学校の学力向上を目指した特色ある学校づくりの
推進【継続】

●家庭教育を充実させるための学習会・研修会等の実
施【継続】
スポーツ・文化活動への参画を促進します
●スポーツを通じた地域間交流の推進【継続】
●図書館での読書普及活動の推進【継続】

子どもたちの学ぶ意欲を
引き出し、確かな学力を
育む教育を推進します

学習意欲向上へ向けた取り組みを進めます
●主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業の推
進【継続】
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1.ひとが輝くまち

一人ひとりが互いの人権を尊重するとともに、それぞれの個性と能力を発揮し、誰もが家
庭、地域、職場のあらゆるところで心豊かに暮らせるまちを実現します。

03
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

審議会等への女性委員の登用率 21.5％ 30.0％

人権・同和教育研修会等の開催数と参加者数 年1回125人 年2回400人 町推進会議
主催・共催

社会教育施設利用者数 178,105人/年 190,000人/年
図書館、総合体育館、
文化会館等の合計
人数

スポーツ大会参加者数 3,008人/年 3,500人/年 町体協主催
・共催

互いに認め合い、誰もが⽣きがいを
もって活躍できるまちをつくります

　様々なハンデキャップを抱える方々を地域全体で支援するため、各種講演を通じた

啓発活動等を実施しています。また、障がい・病気の有無等の個 人々の状況にあわせた

相談体制も構築しており、社会福祉協議会等の関係機関とも連携を図りながら、ハンデ

キャップを抱える方々の社会参加を促す取り組みを進めています。しかし、医療・福祉分

野における人材不足や一般企業との協力体制が十分でない等の課題もあり、引き続き、

検討を重ねていく必要があります。

　男女共同参画社会の実現に向け、「隠岐の島町男女共同参画計画」に沿って、女性職

員の幹部職への登用や社会参画機会の創出等に取り組んでいます。しかし、平成31年４

月時点では、当初目標の達成には至っておらず、引き続き、関係機関とも連携しながら、男

女共同参画社会を推進していく必要があります。

　生涯にわたってのスポーツ活動の分野においては、体育協会が中心となり、スポーツ活

動の推進に努めています。また、「隠岐の島町生涯学習推進計画」に沿って、生涯学習の推

進に取り組んできましたが、近年、活気ある地域づくりにおける社会教育の重要性が高く

なっています。今後は社会教育について重点的に推進していく必要があります。
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓地域振興課、福祉課、教委社会教育課、公⺠館】

施策の⽅向性 主な取り組み

年齢、国籍、性別、障がい
の有無にかかわらず、そ
れぞれが役割を持ち、活
躍できる地域社会の実
現に取り組みます

多文化共生社会の実現を目指します
●障がいのある方の自立と社会参加への支援【継続】
●地域間交流や国際交流等の交流活動の推進【継続】
　（再掲）
男女共同参画社会の実現を目指します
●男女共同参画意識の啓発と形成【継続】
地域コミュニティの強化を図ります
●地域での支え合いや見守り、助け合い活動への支援
　【継続】

すべての町民が人権につ
いての理解を深め、一人
ひとりの人権が尊重され
るよう、生涯を通しての
人権意識の向上に取り
組みます

人権が尊重される地域社会の実現を目指します
●講演会等の研修会開催による人権・同和教育の推進
　【継続】
●関係機関、団体等と連携した人権啓発の推進【継続】

一人ひとりがいきいきと
暮らせる生涯スポーツの
充実を図ります

関係団体等の活動を支援します
●社会体育関係団体の活動支援【新規】
●各地区体育協会への支援、連携強化【新規】
●競技力向上に向けた活動支援【継続】
スポーツに触れる機会を創出します
●大規模大会等の開催支援【継続】
●障がい者スポーツの推進【新規】
●活発なスポーツ活動や成績の評価と公表【継続】
一人ひとりの特性に応じた支援体制を強化します
●生涯スポーツ推進のための人材育成【継続】

すべての町民が主体的
に学び、生きがいを感じ
られる社会教育の環境
を整えます

社会教育推進のための環境を整備します
●学校等と連携した公開講座等の開催【新規】
●地域課題の解決に向かう人づくりの推進【新規】
●公民館の分館における自主的な学習活動への支援
　【継続】
●図書館でのレファレンス※と蔵書の充実【継続】
適切かつ迅速な情報提供を行います
●公民館活動や分館活動の情報提供の充実【継続】

※レファレンス
図書館で情報を求めて来る利用者に対して、図書館員が図書館の資料と機能を活用して、必要としている資
料の検索方法を教えたり、回答を提供したりする人的援助
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　隠岐の島町内には、有形・無形を問わず、多様な文化資源が存在しており、国・県及び

町の指定文化財の数は、73件に上ります。町内の指定文化財の維持管理については、国・

県等とも連携し、所有者に対して補助金の交付を行う等の対策を講じています。しかし、

関係者、所有者、保持者の高齢化や文化財建造物の老朽化、維持管理に伴う費用負担等

の面では課題も多く、抜本的な改革が必要となっています。

　文化関連展示施設の公開や文化芸術関連講座の主催、後援に努めています。しかしな

がら、文化資源の活用が充分とは言えず、関係機関の連携強化を含め、その活用を促進

する必要があります。

　文化芸術は、町民が心豊かな生活を実現していく上で欠くことのできないものです。離島

という地理的ハンデがある中でも、町民が多様な文化芸術に触れることのできる機会の提

供を、教育文化振興財団などの関係機関と連携し、充実させる必要があります。

　文化芸術に関するイベント等においては、周知PRが不充分であるため、来客者数が少な

いのが現状です。教育文化振興財団などの関係機関と連携し、周知方法を工夫し、集客に

努める必要があります。

1.ひとが輝くまち

地域に根差した伝統文化を重んじ、後世に継承するとともに、町民の一人ひとりが多様な
文化芸術に親しみ、創造しながら、生き生きと心豊かに暮らせるまちを実現します。

04
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

指定文化財数の維持と向上 73件 75件
文化関連展示施設の入込客数
（佐々木家住宅、隠岐郷土館、五箇創生館の合計人数） 10,138人/年 12,500人/年

地域の歴史や文化に関する講座等の提供数 5件/年 7件/年

かけがえのない⽂化芸術を未来へ
つなぎます
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓教委総務学校教育課、教委社会教育課】

施策の⽅向性

伝統を継承し、後世につ
なぐ支援に取り組みます

関係団体等との連携強化を図ります
●文化財関係者との連携強化【新規】
文化継承へ向けた取り組みをサポートします
●文化財保護活動グループ等への支援【継続】
●伝統文化保持者とその継承者の育成支援【継続】

歴史ある文化財や文化の
保存・活用を進めます

文化財の適切な調査・保存を行います
●地域の歴史・文化的史料の収集・保存【継続】
●大学等と連携した学術調査の推進【新規】
●各種文化財の調査と保護の推進【継続】
●文化財等の資料収蔵施設の確保【新規】
文化財の活用による地域の魅力向上を推進します
●文化財の地域資源としての活用【継続】
●地域の歴史や文化について学ぶ講座等の開講【継続】
●多言語による説明の取り組み強化【継続】

多様な文化芸術に接す
る機会の充実を図ります

伝統芸能への理解を促進します
●伝統芸能に関するイベント等の開催・支援【継続】
文化・芸術に触れる機会を創出します
●舞台芸術鑑賞機会の提供・支援【継続】
●文化芸術への参加機会の充実【継続】

町民の文化芸術に関す
る支援と情報発信に取
り組みます

文化芸術活動への支援体制を強化します
●各種文化芸術活動に対する支援【継続】
●教育文化振興財団との連携強化【継続】
情報発信の強化を図ります
●広報誌等を通じた文化芸術活動、イベント等の情報
発信の強化

主な取り組み 第
１
部
｜
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論
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01 安心を支える医療体制を確保します

02 元気で長生きできるまちづくりを推進します

03 互いを支え合う福祉環境の充実を図ります

04 日常生活の安全を確保します

安心して暮らせるまち

1
1- 2

分野別の計画



01安心を支える医療体制を確保します
本土の高次医療機関との連携強化を進め、一人ひとりが安心して健やかに暮らせるまち
を実現します。

施策の方向性と主な取り組み【主な担当：保健課】

施策の方向性

医師の招へい対策や、将
来の医療スタッフの確
保・定着につながる取り
組みを強化し、医療体制
の充実を図ります

医療人材の確保に努めます
● 医師向け機関紙やインターネット等を通じた公募情
報の発信【新規】

● 医療職の人材確保のための地域推薦の継続【継続】
● 医療従事者を目指す高校生へのＰＲ活動や体験学
習の実施【新規】

● 県と連携した医師確保の取り組み強化【継続】
● 町内医療機関との連携強化【継続】
医療従事者の処遇改善に努めます
● 都市部医師との待遇格差の解消【継続】

本土の高次医療機関と
の連携強化を進め、本土
搬送時の町民の負担軽
減を図るとともに、隠岐
病院の機能の充実を推
進します

本土における高次医療機関との連携強化を図ります
● 本土医療機関との連携強化【継続】
● 本土医療機関搬送時の支援【継続】
● 本土医療機関を利用する際の経済的支援の強化
　【一部新規】
町内における医療機能を強化します
● 隠岐病院の診療体制の充実【継続】
● 救急搬送機能の強化【継続】

隠岐病院・町立診療所・
民間診療所の連携を強
化し、町全体で必要な医
療が受けられる環境を
整備します

地域医療の拡充を図ります
● 各医療機関等の提携強化及び機能分担の推進
　【継続】
● かかりつけ医制度の普及【継続】
各世代のニーズに合わせた医療体制を強化します
● 在宅医療体制の充実【継続】
● 小児科、産婦人科等の子育て世代に関連する診療科
の充実【継続】

● 退院困難者の減少に向けた啓発活動の推進【新規】
適切な医療情報の提供に努めます
● 町民への医療情報の周知の徹底【継続】

主な取り組み

現状と課題

KPI

医師数

隠岐病院の診療科数

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

34.1人

16科

36.6人

16科

常勤換算
診療体制が維持できる
スタッフの確保

　在宅医療の環境が脆弱であることに加え、高齢者福祉施設の受け入れ余力がないこ

となどから、一人暮らしの高齢者などを中心に「退院困難者」が慢性的に存在していま

す。隠岐病院の病床数が限られる中、必要な人が必要な医療サービスを受けられるよう

にするためには、訪問診療体制の充実など在宅医療の環境整備を進めるとともに、病院

の利用に対する町民の理解促進に努める必要があります。

　隠岐の島町内唯一の総合病院である隠岐病院は、地域医療拠点病院にも指定されて

おり、島後地区におけるへき地巡回診療や代診医の派遣等を通じ、隠岐圏域内の広域

医療を担っています。また、町内には、町立の国保診療所が４か所、へき地診療所が２か

所、民間診療所が３か所開設しており、地域医療の中核を担っています。しかしながら、

医療に従事するスタッフの人材不足が大きな課題となっているほか、各診療科の体制の

維持・強化といった側面での課題も山積しており、早急な対策が求められています。

　医療スタッフの不足に対応するため、島根大学や島根県立大学、関西地区の医療機関

等とも連携し、医師・看護師の確保に努めています。今後も引き続き、医療スタッフの確

保へ向けた取り組みを継続するとともに、医療系の学校を卒業する学生のＵターン率や

定着率を高めることが課題となっています。

　一次医療としての診療所、二次医療としての隠岐病院、三次医療としての本土病院は、

それぞれ連携が図られており、役割分担もされています。しかし、患者の救急搬送の際

の悪天候時の対策やフェリーでの輸送環境の向上、さらには、本土での滞在に伴う経済

的負担の軽減等が課題となっています。

基
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01安心を支える医療体制を確保します
本土の高次医療機関との連携強化を進め、一人ひとりが安心して健やかに暮らせるまち
を実現します。

施策の方向性と主な取り組み【主な担当：保健課】

施策の方向性

医師の招へい対策や、将
来の医療スタッフの確
保・定着につながる取り
組みを強化し、医療体制
の充実を図ります

医療人材の確保に努めます
● 医師向け機関紙やインターネット等を通じた公募情
報の発信【新規】

● 医療職の人材確保のための地域推薦の継続【継続】
● 医療従事者を目指す高校生へのＰＲ活動や体験学
習の実施【新規】

● 県と連携した医師確保の取り組み強化【継続】
● 町内医療機関との連携強化【継続】
医療従事者の処遇改善に努めます
● 都市部医師との待遇格差の解消【継続】

本土の高次医療機関と
の連携強化を進め、本土
搬送時の町民の負担軽
減を図るとともに、隠岐
病院の機能の充実を推
進します

本土における高次医療機関との連携強化を図ります
● 本土医療機関との連携強化【継続】
● 本土医療機関搬送時の支援【継続】
● 本土医療機関を利用する際の経済的支援の強化
　【一部新規】
町内における医療機能を強化します
● 隠岐病院の診療体制の充実【継続】
● 救急搬送機能の強化【継続】

隠岐病院・町立診療所・
民間診療所の連携を強
化し、町全体で必要な医
療が受けられる環境を
整備します

地域医療の拡充を図ります
● 各医療機関等の提携強化及び機能分担の推進
　【継続】
● かかりつけ医制度の普及【継続】
各世代のニーズに合わせた医療体制を強化します
● 在宅医療体制の充実【継続】
● 小児科、産婦人科等の子育て世代に関連する診療科
の充実【継続】

● 退院困難者の減少に向けた啓発活動の推進【新規】
適切な医療情報の提供に努めます
● 町民への医療情報の周知の徹底【継続】

主な取り組み

現状と課題

KPI

医師数

隠岐病院の診療科数

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

34.1人

16科

36.6人

16科

常勤換算
診療体制が維持できる
スタッフの確保

　在宅医療の環境が脆弱であることに加え、高齢者福祉施設の受け入れ余力がないこ

となどから、一人暮らしの高齢者などを中心に「退院困難者」が慢性的に存在していま

す。隠岐病院の病床数が限られる中、必要な人が必要な医療サービスを受けられるよう

にするためには、訪問診療体制の充実など在宅医療の環境整備を進めるとともに、病院

の利用に対する町民の理解促進に努める必要があります。

　隠岐の島町内唯一の総合病院である隠岐病院は、地域医療拠点病院にも指定されて

おり、島後地区におけるへき地巡回診療や代診医の派遣等を通じ、隠岐圏域内の広域

医療を担っています。また、町内には、町立の国保診療所が４か所、へき地診療所が２か

所、民間診療所が３か所開設しており、地域医療の中核を担っています。しかしながら、

医療に従事するスタッフの人材不足が大きな課題となっているほか、各診療科の体制の

維持・強化といった側面での課題も山積しており、早急な対策が求められています。

　医療スタッフの不足に対応するため、島根大学や島根県立大学、関西地区の医療機関

等とも連携し、医師・看護師の確保に努めています。今後も引き続き、医療スタッフの確

保へ向けた取り組みを継続するとともに、医療系の学校を卒業する学生のＵターン率や

定着率を高めることが課題となっています。

　一次医療としての診療所、二次医療としての隠岐病院、三次医療としての本土病院は、

それぞれ連携が図られており、役割分担もされています。しかし、患者の救急搬送の際

の悪天候時の対策やフェリーでの輸送環境の向上、さらには、本土での滞在に伴う経済

的負担の軽減等が課題となっています。
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2.安⼼して暮らせるまち

一人ひとりがいつまでも生きがいをもって健康に暮らし、支援や介護、医療が必要であっ
ても住み慣れた地域で自分らしい生活を営めるまちを実現します。

02
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

国保特定健康診査受診率 35.6％ 60%

国保特定保健指導終了率 41.2％ 60%

後期高齢者健康診査受診率 25.7％ 28％

65歳以上の平均自立期間  17.31年（男）
20.95年（女）

17.80年（男）
21.10年（女）

平均寿命 79.70歳（男）
87.69歳（女）

81.58歳（男）
88.29歳（女）

現状値は2017年の
データ（前後5年平均）

要介護認定率 21％ 20％

シルバー人材センターの会員登録者数 34人 100人

　高齢者をはじめ、介護や医療が必要な方に対する支援策として、各法制度に基づき、行
政や福祉サービス事業所が中心となり、各種取り組みを実施しています。また、住み慣れ
た地域や家庭での自立した生活を支援するため、「地域包括ケア推進協議会」を中心と
した支援体制の構築に努めています。しかしながら、地域・家庭環境の多様化により、住
民ニーズの把握が難しくなっていることや訪問診療体制の脆弱性等が大きな課題となっ
ています。

　一定の収入を得ながら、地域社会の中において自らの生きがいや健康づくりにもつな
がる活動として「シルバー人材センター」が平成30年に設立されました。高齢者の多様な
ニーズに対応するため、状況に応じて取り組み内容の検討を行う必要もあり、今後も継
続して、高齢者が主体的に社会活動に参画できる環境づくりを進める必要があります。

　平成18年４月に介護保険法が改正され、介護保険制度の方針が「予防重視型システム」
へと大きく転換されました。隠岐の島町では、高齢者が心身ともに自立した状態での健康
寿命の延伸を図るため、地域包括ケアシステム※の構築や、はつらつサロン・高齢者サロン
事業の実施等、介護予防の積極的な取り組みを展開してきました。今後、各種取り組みの
維持・強化を図るとともに、高齢者の社会参加を促す自立に向けた支援の構築等が求め
られています。

元気で⻑⽣きできるまちづくりを
推進します
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓保健課、福祉課】

施策の⽅向性

生涯にわたり元気に過
ごせるよう、疾病予防や
健康増進に向けた取り
組みを推進し健康寿命
の延伸に努めます

健康増進へ向けた取り組みを推進します
●関係機関と連携した健康づくりの推進【継続】
●ライフステージに沿った健康づくりの推進【継続】
健康寿命の延伸に努めます
●介護予防の推進【継続】
病気の早期発見・治療のための取り組みを強化します
●各種検診や特定健診・保健指導の充実による疾病の
早期発見、早期治療の推進【継続】

高齢者が生きがいを
もって過ごせるよう、地
域活動や生涯現役での
仕事づくりなど社会参加
を促すための支援を行
います

高齢者の社会参画を支援します
●シルバー人材センター機能の強化【継続】
●老人クラブ活動への支援【継続】
高齢者支援のための専門人材育成に努めます
●生活支援活動の推進とボランティアの育成【継続】

高齢者が住み慣れた地
域で健康に暮らし続け
ることができる社会基
盤を整えます

高齢者を地域全体で見守る仕組みを構築します
●地域包括ケアシステム※の構築【新規】
●保健・福祉相談窓口の連携と充実【継続】
●医療機関、介護保険事業者、社会福祉協議会、民生
児童委員等との連携強化によるサポート体制の充実
【継続】
●地域での支え合いや助け合い、見守り活動への支援
　【継続】
個々人の状況に即した社会基盤整備を進めます
●独居高齢者の退院後の一時ケア付き期間限定住宅
の整備【新規】

※地域包括ケアシステム
高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、「住まい」「医療」
「介護」「予防」「生活支援」が切れ目なく一体的に提供される体制

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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2.安⼼して暮らせるまち

子どもから高齢者、障がいのある方まで誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、
地域福祉意識の向上を図り、地域で支え合うまちを実現します。

03
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

認知症サポーター数 600人 1,000人

地域見守りネットワーク（協議体）の設置数 0 1

処遇改善を達成した福祉職場の率 69％
（11団体/16団体）

100%
（16団体/16団体）

　隠岐の島町では、ノーマライゼーションの理念実現へ向け、障がいのある方や高齢者

にやさしい総合的な地域支援体制の充実を図るべく、地域自立支援協議会等を中心に

地域支援体制の状況を把握し、改善を行なっています。今後は、障がい福祉サービスか

ら介護保険サービスへのスムーズな移行をさらに深めるために、両者の連携体制を強化

する必要があります。また、一人暮らしの高齢者とあわせて、在宅の重度障がい者の見守

り体制を確立していくことが課題です。

　高齢者の日常生活における様々な課題を解決するため、本町では、地域包括支援セン

ター内に「生活支援コーディネーター」を配置し、適宜、支援者に寄り添った対応を行っ

ているほか、認知症患者やその家族への支援を行うため、専門家による相談会や学習会

の開催にも取り組んでいます。

　生活困窮者の自立支援については、自立相談支援窓口として、社会福祉協議会内に「あ

んしんセンター」を開設し、自立相談支援事業や住居確保給付金事業を通じた支援を実施

しています。今後も引き続き、生活困窮者の生活全般にわたる包括的な相談支援を提供す

る体制づくりに、より一層取り組む必要があります。

　地域福祉の推進には、福祉に関わるスタッフの確保や育成が必要ですが、その人材確保

において就労環境や待遇改善が一つの課題となっています。本町においては、福祉施設職

員への就労支援助成金の支援等を実施していますが、今後も、人材確保に対し、一層強化し

て取り組むことが必要です。

互いを⽀え合う福祉環境の充実を
図ります
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓保健課、福祉課】

施策の⽅向性

障がいのある方が地域
や家庭で安心して日常
生活を送ることができる
よう、地域生活や就労へ
の支援を行います

障がい者の生活支援体制を強化します
●相談支援体制の充実【継続】
●障がい福祉サービス提供基盤の充実【継続】
障がい者の就労をサポートします
●障がいのある方の就労支援の充実【継続】
●障がいに対する正しい知識や理解を深める啓発活
動の実施【継続】

生活困窮者に対し、関係
機関との連携により自立
を支援します

生活困窮者のサポート体制を強化します
●生活困窮者の相談・自立支援体制の強化【継続】
●生活困窮者自立支援ネットワーク会議の拡充【継続】
●就労関係機関との連携強化による支援【継続】
生活困窮者の自立を支援する仕組みづくりを進めます
●生活困窮者を把握する仕組みづくり【継続】
●最低生活費の保障を必要とする方の早期の自立支援
【継続】

福祉体制の充実を図る
ため、福祉従事者の人材
育成・待遇改善に努め
ます

福祉従事者の確保に努めます
●関係機関と連携した人材確保【継続】
福祉従事者の処遇改善に努めます
●福祉職場就労支援助成金の支給など、人材確保や処
遇改善の推進【継続】
福祉従事者のスキルアップを図ります
●福祉事業所による研修機会等の充実【継続】

地域の支え合い、見守
り、助け合いを実践でき
る体制づくりに取り組み
ます

地域社会における共助意識を育みます
●地域での支え合いや助け合い、見守り活動への支援
【継続】（再掲）
●地域自主組織の育成と支援【継続】
地域の実情に即した支援体制を構築します
●身近な相談窓口・サービス調整体制の充実【継続】
●医療機関、介護保険事業者、社会福祉協議会、民生
児童委員等との連携強化【継続】

●地域における福祉ニーズを把握するための体制の構
築【継続】
各種制度の周知に努めます
●成年後見制度等各種制度の周知【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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2.安⼼して暮らせるまち

交通事故、災害、犯罪などから命や財産を守り、皆で助け合いながら安全で安心な生活
を送ることができるまちを実現します。

⽇常⽣活の安全を確保します04
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

自主防災組織率 23.30% 30%

消防団員の充足率 91.80% 100%

防犯カメラ設置台数 16台 26台

災害危険箇所の整備率 27% 62%

交通事故の発生件数 4件/年 2件/年

防災訓練の実施数 5件/年 10件/年

　交通安全へ向けた取り組みとして、隠岐の島町では、児童・生徒の通学路を中心とし
た歩道整備（歩道の設置・カラー舗装等）を実施しており、安全な歩行空間の確保に努
めています。今後も歩行者等の安全確保のため計画的な整備が必要です。

　インターネット等の普及により、消費者トラブルはますます複雑・多様化するとともに、
依然として高齢者を狙った悪質商法も多く発生しています。このような被害を食い止める
ためには、町民一人ひとりが問題意識を高めるとともに、地域や関係機関との連携によ
る未然防止の仕組みづくりが必要です。

　消防体制の充実を図るため、消火栓、防火水槽、消防車等の計画的な整備を行なってい
ます。一方、自治会単位での避難訓練の実施により災害等への意識は高まっているものの、
現状の自主防災組織の組織率25％は島根県内の他自治体と比較しても高いとは言えない
状況にあるため、組織率向上を図る必要があります。

　近年、地震や津波、台風や集中豪雨といった自然災害が全国各地で猛威を振るっていま
す。また、原発事故等の発生により、本土からの物流やライフラインが寸断されるケースも
想定されます。住民の生命・財産を守るためには、日ごろから様々な災害に備えておく必要
があります。本町では、平成26年に「隠岐の島町地域防災計画」を策定しており、島根県等
とも連携し、防災・減災対策を進めています。今後も、風水害、土砂災害対策として、重要水
防区域、土砂災害警戒区域及び土砂災害危険箇所等の把握と町民への周知、さらには、被
害拡大防止のための工事を計画的に進めていくことが必要です。
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓危機管理室、建設課、保健課、地域振興課】

施策の⽅向性

交通事故を減らすため、
町民への啓発や交通安
全施設整備等の推進を
図ります

交通事故抑止のための取り組みを推進します
●交通安全教育の推進【継続】
●関係機関と連携した交通安全運動の実施【継続】
歩道・ガードレール等の整備と維持管理を強化します
●交通事故危険箇所を重点とした歩道の整備【継続】
●危険箇所へのカーブミラー・ガードレール等の整備【継続】

消費者被害等から町民
を守るため、関係機関と
連携し未然防止に努め
るほか、地域ぐるみの防
犯対策に取り組みます

犯罪から住民を守る体制を強化します
●警察等関係機関との連携による相談体制の強化
　【継続】
地域における防犯教育を推進します
●防犯に関する講演会の実施【新規】
●被害の未然防止・拡大防止のための情報提供、啓発
活動の推進【継続】

●地域や学校と連携した消費者教育の実施【継続】

河川の治水対策や急傾斜
地の土砂災害防止対策な
ど、災害に強い生活環境
の基盤整備を進めます

正確かつ適切な災害情報の周知に努めます
●災害危険箇所の町民への周知の徹底【継続】
住民の命を守るための防災対策を強化します
●災害危険箇所の整備事業の推進【継続】
●警戒避難体制の構築【継続】

町民の防災意識を高め
るとともに自主防災組
織化を推進し、地域の
防災・減災対策を強化
します

地域内の防災意識向上に努めます
●自主防災訓練の開催支援【継続】
●防災講演会等を通じた防災意識の向上【継続】
自主防災組織等の取り組みを支援します
●消防団への加入促進【継続】
●自主防災組織の設立支援【継続】

関係機関が連携した危機
管理体制の確立や、災害
から町民を守る消防・救
急体制の充実を図ります

危機管理体制の強化を図ります
●島内外の関係機関との連携強化による危機管理体
制の強化【継続】

●二次・三次救急医療体制の充実【継続】
住民の命を守る体制を強化します
●救急搬送機能の強化【継続】（再掲）
●安全な避難や緊急用車両が通行できる道路の整備【継続】

暫定水域での漁業の安
全操業と日本固有の領
土である竹島の領有権
を確立するため、国へ
の要望活動や資料の収
集、調査研究の充実を図
ります

竹島問題の解決に向けた取り組みをします
●領土確立に向け、県と連携した国への要望活動の実
施【継続】
竹島問題への理解促進に努めます
●竹島関連の資料の収集・保存【継続】
●国・県と連携した調査・研究の推進【継続】
●竹島資料収集施設を活用した竹島学習の推進【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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01 快適な住環境を整えます

02 地域コミュニティのつながりと活力を育みます

03 島内をスムーズに移動できる交通環境を整えます

04 移住・定住しやすい環境を整えます

住みやすさを実感できるまち 

1
1- 3

分野別の計画



3.住みやすさを実感できるまち

情報通信技術等の活用や計画的なインフラ整備を進めることで、誰もが安心して健やか
に暮らしやすいまちを実現します。

快適な住環境を整えます01
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

光回線接続率 38％ 45％

危険家屋の撤去数 10件/年 15件/年

下水道普及率 65.7％ 80.0％

公園の遊具やトイレの再整備 － 3か所

　隠岐の島町では、平成22年度に、町内全域に光ファイバー網を整備し、光接続サービ
スによる高速インターネットが利用可能となりました。今後は、行政サービスの様々な分
野において情報通信基盤を活用していくための具体的な施策を進める必要があります。

　子育て世代の「遊びの場」として、また、高齢者の「健康づくりの場」として魅力的で利
用したくなる公園の持続可能で適正な維持管理が図れるよう、平成31年３月に「隠岐の
島町公園整備基本計画」を策定しました。今後も、本計画に基づいた公園整備や維持管
理に努めることが必要です。

　上水道については、既に町内全域をカバーしていますが、施設の老朽化などの問題もあ
り適切な維持管理に努めることが必要です。下水道の整備については、西郷地区・五箇地
区が令和８年度の完了、中村地区が令和10年度の完了を目標に整備を進めています。供用
区域は確実に拡大していますが、接続率を高めることが課題となっています。

　公共施設や商業施設などが集積する既成市街地と豊かな自然環境に恵まれた周辺地
域の調和を図りながら、計画的な土地利用を推進していく必要があります。

　本町には、平成25年時点で、1,530戸の空家が存在しており、空家率は20.0％となってい
ます。これは、全国平均（13.5％）、島根県平均（14.7％）よりも高い数字となっており、所有
者への情報提供及び支援体制の強化を図ることで、危険性の高い空家の除却や利用可能
な空家の有効活用を積極的に推進する必要があります。
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓総務課、建設課、上下⽔道課、地域振興課】

施策の⽅向性

情報通信技術等を活用
し、行政情報等につい
て、誰もが分かりやすく
簡単に入手できる仕組
みを構築します

情報通信環境の整備を推進します
●情報通信環境の整備【継続】
●公衆無線LANの維持管理【継続】
適切な情報提供に努めます
●高速インターネット環境を活用した分かりやすい情
報提供【新規】

すべての町民が憩いの
場として安心して利用で
きるよう、公園の整備や
適切な維持管理に努め
ます

安心・安全な公園の維持管理に努めます
●安全で使いやすい公園の効率的な維持・管理【継続】
●町の中核・地域の拠点となる公園の整備【継続】
●公園の有効活用の促進【継続】

安心・安全な水の供給
に努めるとともに、快適
な生活環境を確保する
ため下水道整備を推進
します

水インフラの整備促進を図ります
●上水道施設の適切な維持管理【継続】
●下水道未整備区域の整備推進【継続】
●下水道接続率の向上【継続】

各地域の特性に応じた
計画的な土地利用を推
進します

地域特性を踏まえた都市計画を進めます
●西郷都市計画の見直し【新規】
●総合的・広域的視点に基づいた土地利用の推進
　【継続】

良好な住宅環境を確保
するとともに、空家の有
効活用や危険家屋への
対応を推進します

空家の利活用を促進します
●空家利活用に関する情報提供の強化【継続】
●関係機関と連携した空家相談体制の充実【継続】
危険空家への対応を進めます
●危険空家の除去支援【継続】
●危険空家所有者への助言・指導【継続】
良好な住環境を整備します
●公営住宅の適正な整備・管理【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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3.住みやすさを実感できるまち

地域住民が助け合って生活を営む基盤である、地域コミュニティの活性化とリーダーづ
くりに取り組むまちを実現します。

02
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

地域提案型事業の応募件数 2件 25件 目標値は5年間
の累計値

「小さな拠点づくり」に取り組む地区数 1件 3件

　自治会をはじめとする地域コミュニティは、防犯防災活動、地域文化の継承など、地域

住民が助け合って生活を営む上での基盤となる組織です。隠岐の島町では、地域コミュ

ニティの活性化に向け、平成20年度に「まちづくり事業」、平成22年度に「集落地域活

性化事業」を創設し、地域のつながりの醸成に資する自主的な取り組みに対して支援を

行なっています。また、地域コミュニティ活動の拠点となる集会所等については、「コミュ

ニティ施設等整備事業」をはじめ各種支援事業を創設・拡充し、施設の適正な維持管理

に支援を行なってきました。

　現在、本町の地域コミュニティを取り巻く環境は、近年の少子高齢化の影響により、地

域活動を行う上での活力が徐々に低下している状況にあり、特に人口減少が著しい周辺

地域での組織活動の継続が懸念されています。

　今後は、現在の支援策を継続していくとともに、各集落の高齢化・人口減少を見据えた

新たな地域コミュニティ活動や地域を担う人材育成・組織づくりへの支援が必要です。ま

た、複数の地域が連携して生活に必要な機能・サービスを確保する「小さな拠点づくり」に

向けての取り組みを進めていくことも必要となっています。

地域コミュニティのつながりと
活⼒を育みます
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓地域振興課】

施策の⽅向性

地域の連携が深まり、地
域の特色を生かした自
主的な取り組みを支援し
ます

地域コミュニティの活動を促進します
●住民自治組織等の連携強化【新規】
●地域提案型事業の拡充【継続】
●地域コミュニティ活動に対する継続支援【継続】
地域活動における人的支援を強化します
●集落支援員・地域おこし協力隊の活用【継続】
●職員サポート体制の充実【継続】

地域を牽引するリーダー
の育成や組織づくりを推
進します

地域活動を行う人材のスキルアップを推進します
●地域での実践的な役割を担う人材を育成するための
研修会等の開催【新規】

●コミュニティ活動推進へ向けた学習会の開催【新規】
地域活動のサポート体制を強化します
●まちづくりに取り組む新たな組織の設立支援【新規】

各集落が連携して地域
活性化を推進する広域
的な地域コミュニティ活
動への支援の強化や、小
さな拠点づくりに取り組
みます

地域間連携を推進します
●広域連携型コミュニティ活動への支援【新規】
●地域と連携した小さな拠点づくりの推進【継続】
地域活動の拠点整備を進めます
●コミュニティ活動の拠点施設の整備（学校跡施設の
有効活用等）【新規】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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3.住みやすさを実感できるまち

町民の生活交通に加えて、来島される方のニーズにも対応した、誰もが安心して利用でき
る交通環境が整備されたまちを実現します。

03
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考
地域公共交通の利用者数
(廃止代替路線バス、町営バス、デマンドタクシーの合計値) 91,000人/年 91,000人/年

補修を要する舗装延長の補修率 6% 30%
長寿命化計画に基づく橋梁及びトンネルの
適切な維持補修件数

7橋（橋梁）
2本（トンネル）

22橋（橋梁）
7本（トンネル）

　隠岐の島町では、平成22年に「隠岐の島町公共交通整備方針」を策定し、路線数、各

路線の往復数の抑制や主要目的地の変更、運賃の見直し等を行い、また、平成27年に

は、新たに買い物弱者対策として「循環線」を設け、生活面においての利便性向上を図っ

ています。

　本町においても他自治体の例に漏れることなく、人口減少によるバス利用者の縮小と

それに伴う公共交通の維持に係る費用の増大、また、高齢化の進展による交通弱者への

対応が必要となっています。

　新庁舎整備に伴う役場の移転や移転先周辺の施設に対応したバス路線の見直し、運行

経路や乗り継ぎのわかりにくさ、また、来訪者に対する情報提供の不足、さらには公共交通

の担い手（運転手）不足等の課題も抱えています。

　今後、これらの課題解決に向けて、高齢者をはじめ町民や来島者など、誰もが移動しや

すい交通環境を整備するため、新たな公共交通のネットワークを構築することが急務と

なっています。

　国道485号、主要地方道西郷都万郡線、西郷布施線、隠岐空港線においては、順次、道路

改良を進めています。加えて、主要道路に連結する生活道路についても順次道路改良を進

めており、各路線の特徴を考慮しながら、今後も引き続き島内をスムーズに移動できるよう

計画的に整備を進めていく必要があります。

島内をスムーズに移動できる
交通環境を整えます
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓地域振興課、建設課】

施策の⽅向性

町民のニーズや観光需要
に対応した交通サービス
の提供を実現します

地域の移動手段を確保します
●町中心部を運行するバス路線の再編【新規】
●デマンドタクシーの区域運行化【新規】
●地域住民主体による移動手段の確保【新規】
利便性の向上を図ります
●航路ダイヤや高校生の登下校との接続改善【新規】
●観光需要に対応した新たな移動手段の導入【新規】
●新たな予約システム・決済方法の導入【新規】
●西郷港周辺へのバスターミナルの整備【新規】

公共交通の利用促進に
努めるとともに、福祉部
門や教育部門などの多
分野と連携した効率的な
交通体系を構築します

他分野と連携した交通手段の確保に努めます
●スクールバスを活用した移動手段の提供【新規】
●福祉タクシー助成事業等の福祉部門との連携
　【新規】
公共交通の持続性を担保します
●車両更新に合わせたバスの小型化【新規】
●人材（運転手）確保に対する支援【新規】
●先端技術を活用した公共交通の導入【新規】
情報発信を強化します
●町民や来島者に対する情報提供の強化【継続】

安全で快適に移動でき
るよう、幹線道路や生活
道路を計画的に整備し
ます

道路インフラの適正管理に努めます
●幹線道路の効率的・計画的な維持・管理【継続】
●生活道路の拡幅・舗装など必要に応じた整備・更新
　【継続】
●老朽化した道路施設の適切な点検と早期修繕の実
施【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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3.住みやすさを実感できるまち

移住・定住しやすい環境を整えます04
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

ＵＩターン者数 200人/年 250人/年
人口の社会増減累計数
現状値は2014～2018の累計、目標値は2020～2024の累計値 －187人 150人

　東京への人口の一極集中が日本全体の課題となっている一方で、首都圏在住者のふ

るさと回帰や田舎ぐらしなど地方移住への関心は高まっており、特に若い世代の増加傾

向が顕著となっています。また、移住した「定住人口」でもない、観光にきた「交流人口」

でもない、地域と多様な形態で関わる「関係人口」に着目した施策の重要性が指摘され

ています。

　本町では、現在、ＵＩターン者の移住定住を促すために、ふるさと島根定住財団等と連

携したＵＩターンフェアへの参加や定住相談員の配置、また、移住希望者向けツアーの企

画や移住後のミスマッチを防ぐために一定期間島暮らしを経験できる「お試し住宅」の

提供などの取り組みを進めています。

　今後は、都市部での関連イベントへの積極的な参加や情報発信の強化を図るとともに、

移住者のニーズにきめ細やかに対応していくため、関係機関との連携による島内での多様

な雇用の創出や生活スタイルに応じた住まいを提供していくことが重要となっています。ま

た、関係人口の創出・拡大に向けて、地域住民とのふれあいを主とした島暮らし体験事業

の実施などをはじめ、将来の移住定住につながるよう、事業内容の見直しや新たな施策の

実施等に引き続き取り組んでいく必要があります。

定住人口を増やすとともに、交流人口・関係人口を増やします。移住・定住の施策や、離
島ならではの魅力の情報発信に努め、隠岐の島町のファンやサポーターを獲得し、将来
的な地方移住につながる「関係人口」の創出・拡大による、まちの活性化を実現します。

62



施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓地域振興課、商⼯観光課】

施策の⽅向性

ＵＩターン者・若者の就
業・起業の機会づくりに
努めます

ニーズに即した雇用機会の創出に努めます
●多様な働き場の提供【継続】
地元就職率向上へ向けた取り組みを強化します
●町内事業所の情報発信の強化【継続】
●地元高校生の町内就職を促す取り組みの促進
　【継続】
●集落支援員・地域おこし協力隊の活用【継続】（再掲）

ＵＩターン者・若者に対
して移住・定住に関する
情報発信と相談体制を
強化します

若年層の移住・定住促進に努めます
●若者層をターゲットとした情報発信の強化【継続】
●都市部での定住情報提供の場への積極的な参加
　【継続】
●町内事業所や県等関係機関との連携強化【継続】
移住者が安心して生活できる環境整備を進めます
●相談窓口の充実【継続】

将来的な地方移住にも
つながる「関係人口」の
創出・拡大に向けた取り
組みを推進します

町内の資源を活用した体験型事業の拡大を図ります
●田舎暮らし体験の実施【新規】
●島留学支援事業の推進【新規】
関係人口創出へ向けた取り組みを強化します
●ふるさと納税制度の活用【継続】
●関係人口※拡大に向けた取り組み強化【継続】
●受け入れ体制の強化【継続】

ＵＩターン者・若者に対
する空家バンク制度な
どを活用した住まいの
確保に努めます

既存ストックを活用した居住環境の整備を進めます
●空家利活用に関する情報提供の強化【継続】（再掲）
●未利用公営住宅等の有効活用【継続】
●ＵＩターン者向け住宅の整備【継続】

※関係人口
移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々 と多様に関わる人を指
す言葉

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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01 既存産業の活性化と承継を進めます

02 島の特性を活かした新たな産業を育成します

03 ひとの往来を促す離島交通の充実を図ります

04 ひとを惹きつける観光地づくりを進めます

05 島内流通の活性化を進めます

活力を生み出すまち

1
1- 4

分野別の計画



4.活⼒を⽣み出すまち

既存産業の活性化と承継を進めます01
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

島内開業事業者数（商工会調べ） 12件 60件 目標値は５年間
の累計値

島内における廃業件数 15件 7件

意欲ある担い手への農地集積率 50％ 67％

原木製材品の島外出荷量 16,000㎥ /年 20,000㎥ /年

米の出荷量 476ｔ/年 476ｔ/年

子牛の出荷頭数 330頭/年 400頭/年

種苗放流魚の漁獲高 379.5ｔ/年 570ｔ/年 カサゴ・キジハタ・
マダイ

雇用対策協議会の会員数 48事業所 70事業所 現状値は2019
年の数値

　隠岐の島町は、これまで、農林業、水産業等の第１次産業を地場産業として発展してき

ました。そのため、将来における産業の活性化を考える際には、農林水産業の振興が極

めて重要となります。本町ではこれまで、海産物を中心とした島内産品のブランド化・販

路拡大、木材の島外出荷の推進や繁殖牛の増頭、また、それらを支える施設の基盤整備

等を進めてきました。引き続き、地域の特色・強みを活かした第１次産業の振興策に取

り組み、地域の稼ぐ力を高めていく必要があります。

　島内商工業者等に対しては、各種補助金を創設し、経営の安定化が図られるよう隠岐

の島町商工会と連携して支援を行なっています。

　島内で生産された商品の出荷体制の強化や新たな販路開拓の検討、さらには関連施設

を改修する際の支援等 、々課題は山積していますが、既存産業を振興する上での共通課題

として、担い手や事業承継等をはじめとする島内の人材不足を早急に解消する取り組みを

実行する必要があります。

安全で付加価値の高い農林水産物の生産と隠岐の島町産品のブランド化を支える力強
い第１次産業が根付くとともに、事業者の経営革新や魅力ある労働環境づくり等を通じ
て地場産業がしっかりと承継されるまちを実現します。

66



施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓農林⽔産課、商⼯観光課、教委総務学校教育課】

施策の⽅向性

農地の有効活用や園芸
作物等の振興により持続
可能な農業を推進します

農業従事者増加へ向けた取り組みを推進します
●新規担い手に対する施設等初期投資の軽減対策【継続】
●集落営農の設立支援【継続】
●農業経営へのサポート体制の強化【継続】
農作物の付加価値向上に努めます
●主食用米から高収益作物への移行推進及びそのた
めの圃場再整備【新規】
遊休地の有効活用を進めます
●遊休農地を活用した農業団地造成【新規】

繁殖牛の増頭や隠岐牛
のブランド化などにより
畜産業を振興します

畜産業の付加価値向上に努めます
●繁殖雌牛の品質向上と増頭【継続】
●肥育牛育成の支援及び隠岐牛のブランド力強化【継続】
遊休地の有効活用を進めます
●既存公共牧野の再整備【継続】

木材、製材の島外への出
荷拡大や森林資源の多
面的利用を推進し、林業
の振興と森林の適正管
理を推進します

林業分野のマーケット拡大に努めます
●原木、製材品の海上輸送費支援【継続】
●島内産木製品の品質向上、販路拡大への支援【継続】
生産拡大へ向けた支援を強化します
●林業経営の低コスト化のための施設整備【継続】
●特用林産物の生産振興【継続】
森林資源の新たな活用を推進します
●木質バイオマスエネルギーの利用拡大【継続】
森林資源の適正管理に努めます
●地籍調査の推進【継続】

漁船の高度化、つくり育
てる漁業の推進等を通
じて漁業者の経営の安
定化を支援します。また、
漁場環境の保全に取り
組みます

漁業従事者の操業をサポートします
●鮮魚等の海上輸送費支援【継続】
●設備更新の際の補助制度の強化【継続】
●安心安全な漁業関連施設の整備【継続】
漁業の持続性を高めるための取り組みを推進します
●種苗放流事業等による磯根資源の確保【継続】
●隠岐水産高校との連携による商品の製造・販売【新規】

地域商社の設立支援な
ど、島内で生産された産
品が安定的に出荷・販
売できる仕組みづくりを
推進します

新たなビジネスの創出へ向けた取り組みを支援します
●６次産業化推進のための支援策強化【継続】
●新規販売ルートの開拓【継続】
●地域商社等の設立支援【新規】
●スモール・ビジネスの取り組みへの支援拡充【継続】

起業や事業承継、事業
拡大への支援を強化す
るとともに、担い手確保
や労働環境向上への取
り組みを支援します

町内における起業や事業拡大をサポートします
●開業や事業承継のための支援策の拡充【継続】
●設備投資や事業拡大への支援【継続】
担い手確保のための取り組みを推進します
●雇用対策事業の活性化【継続】
●特定地域づくり事業協同組合等の設立支援【新規】
●地元高校生の町内就職を促す取り組みの促進
　【継続】（再掲）

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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4.活⼒を⽣み出すまち

新しい技術や島外の学術機関、企業などの力を積極的に取り入れることで、地域資源を
活用した新たなビジネスが生まれるまちを実現します。

02
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

島外からの企業誘致数 １社 3社 目標値は5年間
の累計値

地域資源を活かした産業の創出数 － 3件 目標値は5年間
の累計値

　地域資源を活かした産業創出については、公共牧野の有効活用による畜産業の振

興、豊富な森林資源を活用した島外企業による木質バイオマス事業等が進められていま

す。今後も、より多くの学術機関や島外企業に隠岐の島町での事業参加を促し、新たな

産業を創出していくことが必要です。

　多様な雇用の場を確保するため、現在、島外事業者の誘致によるテレワーク事業が実

施されており、今後も、離島という地理的条件に制約されないソフト関連企業等の誘致

に力を入れていくことが必要です。また、誘致に際しての課題として指摘される、オフィス

入居先の不足、地元企業とのマッチング、誘致企業のフォローアップ等への対応を進め

る必要があります。

　隠岐高校や隠岐水産高校をはじめ、島根大学等の各種学術・研究機関に協力を仰ぎな

がら、新たな産品の開発等にも取り組んでいく必要があります。

島の特性を活かした新たな産業を
育成します
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓商⼯観光課、農林⽔産課、教委総務学校教育課】

施策の⽅向性

産官学金の連携により、
先端技術や地域資源を
活かした新たな産業の
創出を推進します

地域資源を活かしたブランド商品の開発を進めます
●新たなブランド商品の開発促進【継続】
産業振興へ向けた産官学連携を強化します
●大学等研究機関と連携した産業の研究開発【新規】
産業振興のためのサポート体制を強化します
●地域資源の活用に関する補助事業や相談窓口の情
報発信【継続】
エネルギー需要に対応した事業の創出を支援します
●再生可能エネルギーを活用した新規事業【新規】

島の地理的制約を克服
できる企業の誘致活動
を積極的に展開します

地域特性を活かした企業誘致を進めます
●離島の魅力を活かした誘致戦略の立案【新規】
●企業に対する情報発信・誘致活動の強化【継続】
●ソフト産業の誘致促進【継続】

企業の研修施設や学術
研究機関、専門学校等
の誘致活動に取り組み
ます

高等教育機関の誘致に努めます
●島根大学等の各種学術・研究機関との連携強化
　【継続】
●企業の研修及び専門学校等の誘致活動の推進
　【新規】
●隠岐水産高校の実習施設を活用した水産加工品の
製造・販売【新規】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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4.活⼒を⽣み出すまち

離島でありながら町民が気軽に本土を往来でき、また、島外の人がアクセスしやすい
交通環境が整ったまちを実現します。

03
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

隠岐世界ジオパーク空港の乗降者数 60,000人/年 66,000人/年
隠岐世界ジオパーク空港の年間チャーター
便数 40便/年 50便/年

隠岐航路の利用客数 272,979人/年 300,000人/年 西郷港の利
用客数

　離島にとって航路や航空路は人の往来及び生活に必要な物資等を輸送する唯一の手

段であり、離島振興法においても、離島交通対策はまちづくりを進めていく上での普遍

的な最重要課題として位置付けられています。

　隠岐の島町では、来島者に利用しやすい海上交通・空路交通を確保するため、航路・

航空路運航事業者等と連携しながら、利便性の向上や利用者増加に向けた取り組みを

推進しています。

　海上交通については、高速船の更新に際しての行政支援をはじめ、既存のフェリー３隻、

高速船１隻体制を維持するため運航事業者とともに取り組んできました。また、平成22年

には島根県により「西郷港ターミナルビル」が整備され、利便性が向上しました。今後も利

用者に寄り添った運航ダイヤの見直しや乗船券発行のシステム化等を運航事業者へ要請

していく必要があります。

　空路交通については、平成24年からのチャーター便の運航、平成30年には大阪直行便

の通年ジェット化が実現しました。今後の課題としては、より利便性を高めるために本土空

港と連結したダイヤ編成や高い搭乗率の維持と首都圏からの誘客拡大等があげられます。

　海上交通及び空路交通の出雲便については、平成29年度より、有人国境離島法に基づ

いた「運賃低廉化事業」が施行され、町民に対しての運賃負担の軽減が図られました。今

後は、町民に限らず、本土からの来島者や物資輸送、車両航路料金等に対しても「運賃低廉

化事業」が適用されるよう、国や関係機関に強く働きかけていくことが必要です。

ひとの往来を促す離島交通の
充実を図ります
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓地域振興課、商⼯観光課】

施策の⽅向性

離島航路について町民
や来島者が利用しやす
い航路ダイヤに向けて
関係機関とともに検討し
ます

住民のニーズに即した利便性向上に努めます
●既存の運航体制の維持に加え、キッズスペースの確
保や機内のバリアフリー化、切符売り場のシステム
化等、サービス全体の向上【新規】

●利便性の高い航路ダイヤ見直しへ向けた関係機関と
の連携強化【新規】

●西郷港ターミナル機能の向上【新規】

航空路の増便や新規航
空路線の開設、接続ダイ
ヤの見直しを働きかけ
利便性を高めます

航空路線の利便性向上に努めます
●新規航空路線の開設や本土空港と連結したダイヤ見
直しへ向けた関係機関との連携強化【新規】

●チャーター便拡大に向けての支援【継続】
●隠岐世界ジオパーク空港のターミナル機能の向上
　【新規】

航路・航空路運賃の低
廉化に引き続き取り組
み、利用者の負担軽減や
交流人口の拡大を推進
します

利便性向上に向けた対応を進めます
●航路・航空路運航事業者との連携【継続】
●運賃低廉化事業の制度拡充をはじめ離島交通の維
持に向けての国や関係機関に対する要望活動
　【継続】
●交流人口拡大に向けた支援策の検討【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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4.活⼒を⽣み出すまち

隠岐の島町ならではの自然・歴史・文化などを活かした観光地としての魅力づくりと効果
的な情報発信を通じて、観光客から選ばれ、「また来たい」と思われるまちを実現します。

04
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

都市再生整備計画事業の整備率 0% 60%

隠岐推定入島客数（隠岐観光協会調べ） 123,750人/年 154,300人/年 隠岐圏域全体
の入島客数

隠岐の島町延宿泊数（島根県観光動態調査） 63,498泊/年 81,700泊/年

隠岐の島町外国人延宿泊数（島根県観光動態調査） 432人泊/年 3,300人泊/年

隠岐観光消費額（隠岐観光協会調べ） 1,385百万円/年 2,010百万円/年 隠岐圏域の
消費額

　平成30年における隠岐の島町の年間入込客数は、およそ10万人となっており、過去数

年間は減少傾向が続いています。本町には、多種多様な観光資源が存在しており、隠岐

観光協会等とも連携した情報発信に努めていますが、十分な効果を発揮できていない

状況にあります。このような状況を打開するため、観光マーケティング戦略の見直しや

ターゲットを絞った情報発信等、具体的な対策を進める必要があります。

　インバウンド（訪日外国人旅行者）に着目すると、平成30年時点で、432人の外国人観

光客が本町を訪れており、年によって多少の増減はあるものの、その数は、おおむね増

加傾向にあります。今後も国内における外国人観光客の増加が予想されることから、本

町においても、インバウンド対策を充実させる必要があります。

　観光客の受け入れ体制としては、観光施設や宿泊施設の老朽化や観光事業の担い手不

足が深刻化しているほか、島の玄関口である西郷港周辺エリアの整備や荒天時への対応も

含めた多様な体験型・滞在型観光メニューの造成等、様々な課題が山積しています。今後

は、これらの課題解決に向けて関係機関と一体となった取り組みを進めていくことが必要

です。

ひとを惹きつける観光地づくりを
進めます
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓建設課、商工観光課】

施策の⽅向性

島の玄関口である西郷
港周辺エリアについて、
交通アクセスや商業活
性化の機能を充実する
ための環境整備を推進
します

西郷港周辺の活性化を促進します
●西郷都市計画の見直し【新規】（再掲）
●西郷港周辺エリアの整備促進【新規】
●西郷港周辺エリアのにぎわいづくり（空き店舗の有効
活用等）【継続】

食を通じた魅力づくりな
ど、島の特性を活かした
多彩で魅力的な観光メ
ニューを造成し、年間を
通じて観光客が訪れる
観光地づくりに取り組み
ます

地域資源を活かした新たな観光商品を創出します
●「食」を中心とした商品開発【継続】
●新たな観光コンテンツの創出【新規】
●宿泊業商品開発支援の促進【継続】
観光客のニーズに対応出来る体制を構築します
●観光客の「食」ニーズに応える体制づくり【継続】

隠岐ユネスコ世界ジオ
パークのブランド力など
を活かし、本土側の空港
や港と連携したインバウ
ンド誘致を推進します

ジオパークの付加価値向上に努めます
●ジオパーク中核拠点施設の整備・活用【新規】
●ジオパークブランドの更なる活用【継続】
外国人観光客への対応を強化します
●インバウンドに対応した案内看板等の整備【継続】
●国際便発着港との連携によるインバウンド誘致
　【新規】

島とゆかりのある人や関
係団体と連携した観光
プロモーションや情報
発信など、戦略的な誘客
活動を展開します

隠岐の魅力を発信するための仕組みづくりを進めます
●観光大使・出郷者団体との連携強化【継続】
●インターネット等を活用した情報発信の強化【継続】
●島外ＰＲ協力組織づくりの推進【継続】
●観光関連企業と連携した観光客の誘致【継続】
●観光地域づくり法人（ＤＭＯ）※の設立支援【新規】

宿泊の受け入れ体制や
観光施設の充実を図り、
訪れやすく満足度の高い
観光地づくりを進めます

ハード面での整備を進めます
●観光施設・宿泊施設の老朽化対策【継続】
●新たな観光拠点の整備【新規】
観光スポットの付加価値を高めます
●観光スポットの魅力ＵＰの推進【継続】
観光客の受け入れ体制を強化します
●観光受け地整備の推進【継続】
●民泊の推進【継続】

※ＤＭＯ
地域の多様な関係者を巻き込みつつ、観光地域づくりを行う舵取り役となる法人

主な取り組み 第
１
部
｜
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論

第
２
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｜
基
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想
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基
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4.活⼒を⽣み出すまち

隠岐の島町で生産される安全・安心な農林水産物の恵みを島内で味わうことができ、町
民が地元でつくられる製品や生産者を大切にし、地産地消を実践するまちを実現します。

島内流通の活性化を進めます05
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

島内小売業の販売額 13,304百万円/年 13,304百万円/年

学校給食における地産地消率 14.5％（米以外） 20％（米以外）

　隠岐の島町では、島内で収穫された農産物を学校給食の食材として積極的に活用し

ています。地産地消をより一層推進していくためには、宿泊施設や福祉関連施設に対し

ても地元農産物を安定的に供給できるよう、隠岐ふるさと直売所等との連携による野菜

の販売体制の強化や安定した生産体制を整備する必要があります。

　水産業は「まき網漁業」を中心に本町の重要な基幹産業となっており、島根県でも有

数の漁獲量を誇っていますが、現在、隠岐諸島の近海で漁獲された魚介類のほとんどが

本土の港で水揚げされている状況にあります。この豊富で新鮮な魚介類が島内の宿泊

施設やスーパー等へ安定的に供給できるよう、早期に島内での流通体制を整備する必要

があります。

　島内商工業の事業者は地域に密着した存在として、地域内経済の循環や雇用機会の創

出等、地域振興に大きな貢献を果たしています。この中で、特に商業については、近年のイ

ンターネット販売の普及による売り上げの減少、また、後継者不足による事業承継等、多く

の課題を抱えています。このことから、今後は、島内の小売店で販売している商品の地元購

買率を高めるため、町民の方 へ々の周知や事業者の経営安定化に向けた支援など、島内事

業者と連携しながら地域内経済の循環を促す取り組みを進めていく必要があります。

74



施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓農林⽔産課、商⼯観光課】

施策の⽅向性

地元産品の生産振興や
地元産品を用いた製品
開発などに積極的に取
り組み、それらが島内で
消費されやすい仕組み
づくりを構築します

地元産品の流通促進を図ります
●島内需要に対して安定供給が可能な体制づくり
　【新規】
●「道の駅」の整備【新規】
地元産品の島内消費拡大へ向けた取り組みを推進します
●地消地産・地産地消の推進【継続】
生産者等への支援体制を強化します
●６次産業化推進のための支援策強化【継続】
  （再掲）
●事業者間連携の支援【新規】
●小規模野菜生産者の育成支援【新規】

地元商工業の振興を図
るため、生活関連商品の
地元購買率を高める取
り組みを推進します

関係機関との連携強化を図ります
●商工会等と連携した地元購買対策の推進【新規】
利便性向上に向けた取り組みを推進します
●キャッシュレス決済の導入推進【継続】
●消費者ニーズに合った店舗整備の支援【継続】

隠岐でとれた新鮮な魚
介類を、島内で消費で
きる環境づくりを支援
します

宿泊・飲食事業者との連携を強化します
●島内宿泊施設や飲食店での利用促進【継続】
活発な情報発信を行います
●関係団体と連携した魚食普及活動の推進【継続】
海産物の流通促進を図ります
●鮮度維持のための設備強化【新規】
●島内需要に対して安定供給が可能な体制づくり
　【新規】（再掲）

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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01 資源が循環する島をつくります

02 島の美しい自然環境を保全します

自然と共に生きるまち

1
1- 5

分野別の計画



5.自然と共に生きるまち

３R（リデュース、リユース、リサイクル）の実践が定着するとともに、再生可能エネルギー
の普及を通じて、資源が循環し、環境と経済が両立するまちを実現します。

資源が循環する島をつくります01
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

一人あたりのごみの排出量 1,114ｇ/人日 1,028ｇ/人日
リサイクル率
 （廃棄物量に占める再資源化廃棄物の割合） 6.1％ 6.5％

木質ペレットの製造量 100ｔ/年 1800ｔ/年

再生可能エネルギー発電量 4,200kW/年 4,500kW/年

　隠岐の島町のリサイクル率は、島根県内及び全国の離島と比較して低い傾向にあり、

その要因として、３R（リデュース、リユース、リサイクル）の取り組みが、町民に十分に浸透

していない状況があると考えられます。ごみの減量化と資源化を進めるため、分別収集

体制の抜本的な見直しが必要です。また、家庭から排出されるごみの量も島根県平均と

比べ高い傾向にあり、食品ロスの低減やごみの減量化に向け、町民一人ひとりの行動が

必要とされています。

　本町では、木質バイオマス発電や風力発電、太陽光発電等の自然エネルギーの活用を

推進しており、町民の家庭用太陽光発電機器設置や民間事業者が隠岐空港跡地にメガ

ソーラー施設を整備する際に支援を行なっています。また、木質バイオマスエネルギーの

有効活用として木質ペレット工場を建設し、現在、民間事業者により木質ペレットを燃料

とする発電施設の整備が検討されています。今後、さらなる再生可能エネルギーの有効

活用を図るために、蓄電システムの単独導入や新電力会社の設立等についての検討が必

要となっています。

78



施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓環境課、農林⽔産課】

施策の⽅向性

ごみの減量化・資源化
に引き続き取り組むとと
もに、適正に処理するた
めの施設整備を推進し
ます

資源の再利用を推進するための仕組みを構築します
●ごみの回収方法の見直し【新規】
●家庭ごみの減少に向けた食品ロスの低減方策の普
及【新規】
環境問題に対する意識改革を進めます
●小・中・高校等における環境教育の推進【継続】
●環境問題に関する啓発活動の強化【継続】
廃棄物の適正処理に努めます
●効率的に処理できる施設の整備【新規】

自然に恵まれた環境を
活かし、木質バイオマス
などの再生可能エネル
ギーの普及を推進します

再生可能エネルギーの利用促進を図ります
●再生可能エネルギーによる発電量の増加対策【新規】
●蓄電システムの導入検討【新規】
●木質ペレットの活用の拡大【継続】
●立地環境を活かした再生可能エネルギーの導入促進
【継続】
住民の意識改革を図ります
●低炭素社会の構築に対する啓発活動【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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5.自然と共に生きるまち

自然環境と一体となった隠岐の島町の暮らしや営みを大切に思う意識と行動が町民全
体に定着し、自然、景観が大切に保存・継承されるまちを実現します。

島の美しい⾃然環境を保全します02
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

環境教育・学習会の開催回数 7回/年 10回/年

環境保全ボランティア活動の実施回数 20回/年 30回/年

　自然環境や景観の保全を図るため、隠岐の島町では、小学生等を対象に環境教育・

環境学習を行なっています。しかしながら、全町民を対象とした環境教育は十分に実施

できておらず、情報提供も不十分な状況にあります。今後は、小学生だけではなく、中高

校生や一般の町民に対する環境教育を推進することが必要です。

　島内の生態系を脅かす恐れのある特定外来種については、適宜駆除を行なっていま

すが、繁殖力に比べて駆除が十分に追いついていない現状もあり、駆除方法の改善等、

抜本的な対策が必要となっています。

　本町では、自然環境や景観保全に向けた取り組みとして、大山隠岐国立公園満喫プロ

ジェクトを活用した浄土ヶ浦の公園整備や自然環境整備交付金事業を活用した施設の維

持修繕にも努めています。また、町民有志が集まり、自然景観を維持するためのごみ拾い活

動が行われる等、町民の自然環境に対する意識も徐々に変わりつつあります。その一方で、

ごみの不法投棄は依然として増加傾向にあり、不法投棄防止対策については、取り組みを

強化する必要があります。
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓環境課、地域振興課】

施策の⽅向性

多様な生物の生息、自然
環境の保全を図るととも
に、町民の環境への意識
を高めるための取り組み
を推進します

自然環境保護へ向けた啓発活動を進めます
●環境教育・環境学習の推進【継続】
●環境保全へ向けた情報発信の強化【継続】
専門機関と連携した調査・研究を推進します
●関係団体と連携した特定外来種の駆除活動の推進
　【継続】
●大学等と連携した生態系の調査【新規】
希少な動植物の保護に努めます
●ナゴラン等の希少植物の保護・活用【継続】

島の恵まれた自然を保
全していくため、景観に
配慮した調和のとれたま
ちづくりを推進します

良好な景観を維持するための仕組みづくりを進めます
●景観との調和を目的とする景観計画の策定【新規】
●関係機関と連携した不法投棄防止の強化【継続】
環境美化活動を推進します
●町民の自然保護活動への支援【継続】
●環境美化活動の推進【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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01 協働によるまちづくりを推進します

02 時代にあった行政サービスを提供します

03 財政の健全化に向けた取り組みを進めます

共に創るまち

1
1- 6

分野別の計画



6.共に創るまち

まちが目指す将来像を町民と共有しながら、その実現に向けた取り組みを町民、企業、団体、
行政等が互いの立場と役割を理解し、認め合いながら、共に推進するまちを実現します。

協働によるまちづくりを推進します01
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

ＮＰＯ団体数 4団体 5団体

まちづくりの計画策定への町民参加率 － 100％

　隠岐の島町では、平成18年に町民主体のまちづくりを推進することを目的として「隠

岐の島町まちづくり基本条例」を制定しました。以来、本条例の基本理念として掲げた、

「情報の共有」「町民の自主的参加」「相互理解」を尊重したまちづくりを進めてきました。

今後は、これらを踏まえ、分かりやすく開かれた広報・広聴活動の実施や各種計画策定

への住民参画の機会を充実させるなど、協働意識の醸成を図りながら、町民と行政の協

働によるまちづくりを進めていくことが益々重要となっています。

　防災や防犯、高齢者の見守り、子育てなど、地域社会に期待される役割は今後も大き

く、近年では自治会のほか、ボランティア団体やＮＰＯなど様々な地域活動団体の活躍

が期待されます。今後、町民による自主的なまちづくりを推進していくために、本町におい

ても、ボランティア団体やＮＰＯをはじめとする地域活動団体の設立・育成や団体間の

相互連携を積極的に進めていくことが必要です。

84



施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓総務課、地域振興課】

施策の⽅向性

まちづくり基本条例の趣
旨に沿って、町民と常に
情報共有し町民参加の
まちづくりを推進します

官民一体でのまちづくりを行います
●各種審議会・委員会等への町民参画の推進【継続】
●各種計画におけるＰＤＣＡサイクルへの町民参画の
推進【継続】

●多様な広聴活動による意見聴取の実施【継続】
情報の適正管理に努めます
●公文書の適正な管理【継続】
積極的な情報公開に努めます
●広報媒体の充実により誰もが利用しやすい情報提
供や情報共有化の推進【継続】
若年層のまちづくりへの参画を促進します
●児童・生徒のまちづくりへの参画促進【継続】

ＮＰＯなど、まちづくりを
担う組織の育成・支援を
推進します

まちづくり団体への支援拡充を進めます
●地域住民等の自主的活動の促進【継続】
●ＮＰＯ設立に関する相談・助言の実施【新規】
●公共的・公益的な活動に対する支援充実【継続】
各種団体との連携強化を図ります
●各種団体の相互連携の推進【継続】

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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6.共に創るまち

一人ひとりの職員が高い意欲と能力を身につけ、情報通信技術等を積極的に活用しなが
ら、多様なニーズに的確に対応できる行政サービスを提供するまちを実現します。

02
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

年間2回以上の職員研修受講率 － 100%

人事評価における目標達成職員の割合 － 100%

情報通信技術を導入した業務数 7件 9件

　人口減少社会の到来、防災意識の高まり、情報化・グローバル化の進展等の社会情

勢の変化に伴い、住民にとって身近な行政組織である地方自治体に対する期待は益々高

くなっています。また、これら社会情勢の変化により生じる、新たな行政課題に対応でき

る持続可能な自治体経営を進めていくための基盤強化を図ることが求められています。

　隠岐の島町においても、多様化・複雑化する町民のニーズに対して必要な行政サービ

スを的確に提供できるよう、職員一人ひとりの資質向上を図るとともに、選択と集中の徹

底による事業の実施、社会情勢の変化に柔軟に対応できる行政組織の見直し、情報通

信技術の積極的な活用などにより、限られた資源（ひと・もの・かね）で効率的・効果

的な行政運営を進めていくことが重要となっています。

時代にあった⾏政サービスを提供
します
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓総務課、町⺠課】

施策の⽅向性

様々な研修機会を確保
し、新たな行政課題に果
敢に挑戦できる創造性
豊かな職員の育成に努
めます

行政職員のスキルアップに努めます
●職員の企画力・コミュニケーション能力を高めるた
めの研修・講演会の開催【継続】
他の自治体との連携を強化します
●他自治体等との人事交流の推進【新規】

組織全体の士気高揚と
公務能率の向上につな
げるため、人事評価制度
の充実を図ります

行政職員の公務能率の向上に努めます
●より公正な評価にむけた人事評価制度の構築【継続】
●職場環境の改善【継続】
●組織内の情報共有の徹底【継続】

多様化する町民ニーズに
応えられるよう効率的な
行政組織の見直しを行
います

住民の多様な意見に耳を傾けます
●住民ニーズ把握のための仕組みづくり【新規】
住民ニーズに即した組織体制を構築します
●行政組織の適時見直し【継続】
●横断的組織体制の構築【新規】
●職員定数の適正管理【継続】

行政サービスの利便性
を高めるため電子自治
体※の推進に取り組み
ます

IＴ技術等を活用した利便性向上を図ります
●ＩＣＴ環境の整備推進【継続】
●ＡＩ等の導入検討【新規】
●マイナンバーカードの普及促進【継続】
情報社会に対応した行政職員を育成します
●電子化に対応できる職員の育成【継続】

※電子自治体
コンピュータやネットワークなどの情報通信技術を行政のあらゆる分野に活用することにより、町民の方々
や企業の事務負担の軽減や利便性の向上、行政事務の簡素化・合理化などを図り、効率的・効果的な自治
体を実現しようとするもの

主な取り組み 第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画
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6.共に創るまち

まちが目指す将来像を町民と共有しながら、選択と集中による効果的な財政投入を進め
るとともに、積極的な歳入確保を通じて健全な行財政運営を実現します。

03
基
本
施
策

KPI

現状と課題

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

経常収支比率※1 88.5% 90%以下

健全化判断比率
10.1%

（実質公債費比率）
95.7%

（将来負担比率）

15%以下
（実質公債費比率※2）
150%以下
（将来負担比率※3）

地方債現在高 230.9億円 250億円以下

積立金現在高 55.0億円 30億円以上

ふるさと納税額 16,000千円/年 50,000千円/年

公共施設の集約化、譲渡・売却、廃止等の数 － 5施設

町税等の徴収率 97.2％ 99％以上

　隠岐の島町の歳入は、地方交付税や国県の交付金等に大きく依存しています。また、
少子高齢化等に伴い、税収の減少が予想される一方、社会保障関係経費は増加傾向に
あります。

　本町では、平成27年に「第３次隠岐の島町行財政改革大綱」を策定し、財政健全化へ
向けた取り組みを進めてきました。民間活力の活用や既存の組織・機構のあり方を見直
す等、これまで実施してきた様々な事業や取り組み結果について検証を行なったうえで、
引き続き財政健全化に向けた取り組みを進めていく必要があります。

　本町では、平成29年に策定した「隠岐の島町公共施設等総合管理計画」に基づき、町が
保有する施設の適正管理に努めていますが、維持・管理費は、年々増加傾向にあり、財政
的制約の中で、いかに計画的で効率のよい維持管理を行なっていくかが大きな課題となっ
ています。

　本町では、平成16年の町村合併以降、行財政改革に基づき慎重な財政運営を行なった
結果、財政指標は改善し、基金の造成もしてきたところですが、隠岐の島町庁舎建設、廃棄
物処理場の大規模改修などの大規模な施設整備、また地方創生を推進するための重点施
策の取り組み等により、今後の財政指標は現状より後退する見込みとなっています。

財政の健全化に向けた取り組みを
進めます
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施策の⽅向性と主な取り組み【主な担当︓財政課、税務課、施設管理課】

施策の⽅向性

長期的な視点に立った
持続可能な財政運営と
町税等の適正な収納等
により財源の確保に努
めます

民間活力の導入を促進します
●業務委託など民間活力の導入促進【継続】
適正な施策評価を行います
●事業評価システムの充実による事務事業の整理・合
理化【新規】
新たな財源確保に努めます
●国の補助制度など、外部資金の調達の推進【継続】
●滞納整理の強化による適切な町税等の確保【継続】

全ての町有施設につい
て効率的・効果的な施
設のマネジメントを進め
ます

公共施設の適正管理の仕組みを構築します
●既存の管理運営体制の整理【新規】
●公共施設のファシリティマネジメント※4の導入【新規】
●施設の廃止・譲渡等に向けた取り組みの推進【継続】

※1 経常収支比率
毎年見込まれる収入（交付税など）に対する、常に必要な支出（人件費など）の割合を示すもの。90％を超え
ると危険とされています。

※2 実質公債費比率
一般財源の規模に対する公債費（借金の返済額）の割合を示すもの。25％を超えると借り入れが制限され
ます。

※3 将来負担比率
一般財源の規模に対する将来負担すべき負債（借金の残高等）の割合を示すもの。市町村の危険ラインの
基準は350％となっています。

※4 ファシリティマネジメント
自治体が保有する施設・設備を経営的視点に基づき、コストの最小化や施設効用の最大化を図るため、総
合的・長期的視点から適正に管理・活用する手法
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安心して暮らせるまち

住みやすさを実感できるまち 

活力を生み出すまち

自然と共に生きるまち

共に創るまち

つ
な
が
ら
ぁ
や
　つ
な
が
ぁ
や
　一
万
年
の
隠
岐
の
島

ひとが輝くまち

基本目標
まちの
将来像

まちづくり4つの重点
プロジェクト

★ 

経
済
の
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環
づ
く
り
プ
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★ 
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く
場
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く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

★ 

新
し
い
人
の
流
れ
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

★ 

個
々
の
希
望
に
寄
り
添
う
少
子
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対
策
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を
支
え
る
人
づ
く
り
プ
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ク
ト

2 まちづくり重点プロジェクト

　目指すべきまちの将来像の実現に向け、高い効果が期待される先導的な取り組み、複数

の分野の連携が不可欠な取り組み、高い波及効果が期待される取り組みなどを「まちづく

り重点プロジェクト」に設定します。

　なお、まちづくり重点プロジェクトは、相互に関連し、まちの将来像を実現していくうえで

の共通課題となる人口減少対策への取り組みを示すものでもあり、「第２期隠岐の島町ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」における重点プロジェクトとして位置付けます。
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子どもが生まれる
環境を整える

子どもが育つ
環境を整える

隠岐の島町を支えるひとづくり

↓  91p 図

誰もが活躍できる
環境を整える
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１ ） 個々の希望に寄り添う少⼦化対策とまちを⽀える⼈づくりプロジェクト

　総合的な少子化対策、子育て環境の充実を図るとともに、地域の将来を支える人材を育

成するなど、人を育て活かすことで地域活性化につなげていく取り組みです。

① プロジェクトの背景と狙い

　人口減少への対応が喫緊の課題となる中、今後とも隠岐の島町を持続可能なまちとして

維持・発展させていくためには、本町を支える「人」の存在が不可欠です。

　そのためには、本町に暮らす町民が未来に希望を持つことができ、安心して子どもを産

み・育てることができる環境を整えるとともに、本町に生まれた子どもたちの個性や能力

を最大限に引き出し、まちの未来を拓く力へと高めていくことが求められます。また、産業

や暮らしの担い手不足が顕在化する中、本町の文化・伝統、産業を次世代に良好な形で引

き継いでいく「人」を確保していくことが必要です。

　本町でこれまで取り組んできた「隠岐びと」の育成を踏まえ、子育て環境整備、教育環境

の充実、まちを支える人づくりを一体的に展開し、元気あるまちづくりを推進していきます。
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② 関係する基本施策

　■子育てしやすい環境を整えます（P36）

　■将来を担う子どもたちが育つ魅力ある教育環境づくりを進めます（P38）

　■互いに認め合い、誰もが生きがいをもって活躍できるまちをつくります（P40）

　■地域コミュニティのつながりと活力を育みます（P58）

　■協働によるまちづくりを推進します（P84）

③ ＫＰＩ（再掲）

　【主なプロジェクト構成課】

福祉課・保健課・地域振興課・教育委員会総務学校教育課・教育委員会社会教育課

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

合計特殊出生率 2.28 2.28

年間出生数 99人 110人

ふるさと教育の授業時数 各学級
35時間以上/年

各学級
35時間以上/年

学校での地域人材活用数
（地域コーディネーター、地域講師、地域ボランティアの合計） 1,201人/年 1,680人/年

まちづくりの計画策定への町民参加率 － 100％
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隠岐の島町隠岐の島町

観光客

クラウド
ファンディング

関係人口

ビジネス

ふるさと
納税

２ ） 新しい⼈の流れづくりプロジェクト

多様な関わり方ができるまちへ

　隠岐ユネスコ世界ジオパークのブランド力や固有の魅力の発信と隠岐ならではの人情あ

ふれるおもてなしなどを通じて、観光客から選ばれる観光地づくりを進めるとともに、島外

の方に隠岐の島町との多様な「関わり方」を提供し、関係人口の創出・拡大を図ることで将

来の移住・定住につなげていく取り組みです。

① プロジェクトの背景と狙い

　隠岐の島町の活力を維持・向上させるためには、本町に暮らす移住定住人口の拡大に努

めるとともに、観光や交流、ビジネスなど様々な機会を通じて、本町へ関わる人の流れを生

み出していくことが求められます。

　暮らしや仕事に対する価値観が多様化する中、地域コミュニティとのつながりや自然と

の触れ合いなどを大切にするライフスタイル、また、景勝地や名所見学を中心とした観光で

はなく、地域の暮らしや生業そのものとの触れ合いに価値を見出す新たな観光が広まりつ

つあります。このため、交流・定住人口の獲得に向け、本町ならではの魅力を提示し、本町に

関わる人の輪を広げていくことが求められます。

　このような中、ふるさと納税、クラウドファンディングなどの新たな仕組みにより、島外

の居住者に対し、本町との多様な接点を提示することが可能になりました。関係人口など、

島外に居住しながら本町の課題解決に関わる人の存在が注目される中、出身者、観光客な

ど、島外の人たちに対し本町への多様な「関わり方」を提示することで、本町への新しい人

の流れづくりを推進します。
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② 関係する基本施策

　■島内をスムーズに移動できる交通環境を整えます（P60）

　■移住・定住しやすい環境を整えます（P62）

　■ひとの往来を促す離島交通の充実を図ります（P70）

　■ひとを惹きつける観光地づくりを進めます（P72）

③ ＫＰＩ（再掲）

　【主なプロジェクト構成課】

地域振興課・商工観光課・福祉課・建設課・教育委員会総務学校教育課

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

隠岐推定入島客数（隠岐観光協会調べ） 123,750人/年 154,300人/年 隠岐圏域全体
の入島客数

隠岐の島町延宿泊数（島根県観光動態調査） 63,498泊/年 81,700泊/年

隠岐の島町外国人延宿泊数（島根県観光動態調査） 432人泊/年 3,300人泊/年

隠岐観光消費額（隠岐観光協会調べ） 1,385百万円/年 2,010百万円/年 隠岐圏域の
消費額

ＵＩターン者数 200人/年 250人/年
人口の社会増減累計数
現状値は2014～2018の累計、目標値は2020～2024の累計値 －187人 150人
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地域経済をけん引し
雇用を支える働く場づくり

↓  94p 図
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既存産業の
活性化

新たな
産業育成

３ ） 働く場づくりプロジェクト

　地域資源を活かした新たな生業づくりや、既存産業の経営革新、高度化を通じて、魅力あ

る「働く場」を整えるとともに、担い手不足の解消を目指す取り組みです。

① プロジェクトの背景と狙い

　定住人口の確保、特に若年層の定住に向けては、生活の糧を得るための「働く場」を整え

る必要があります。働き方改革への対応、女性の社会進出、高齢者の社会参加への要請等、

仕事に対するニーズが多様化する中、これらへ対応した魅力ある雇用の場づくりに取り組

む必要があります。

　隠岐の島町の基幹産業である農林水産業の魅力化・高度化のほか、農林漁業者を核と

した町内の企業間の連携による付加価値の高い商品・サービスづくり、本町の特性を生か

した新たな産業づくりに産官学民の総力を挙げて取り組み、地域経済をけん引し、雇用の

受け皿となる魅力ある働く場づくりを推進します。

第
１
部
｜
総 

論

第
２
部
｜
基
本
構
想

第
３
部
｜
基
本
計
画

95



② 関係する基本施策

　■元気で長生きできるまちづくりを推進します（P48）

　■互いを支え合う福祉環境の充実を図ります（P50）

　■移住・定住しやすい環境を整えます（P62）

　■既存産業の活性化と承継を進めます（P66）

　■島の特性を活かした新たな産業を育成します（P68）

③ ＫＰＩ（再掲）

　【主なプロジェクト構成課】

商工観光課・福祉課・地域振興課・農林水産課

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

シルバー人材センターの会員登録者数 34人 100人

処遇改善を達成した福祉職場の率 69％
（11団体/16団体）

100％
（16団体/16団体）

ＵＩターン者数 200人/年 250人/年

町内開業事業者数（商工会調べ） 12件 60件 目標値は5年間
の累計値

雇用対策協議会の会員数 48事業所 70事業所 現状値は2019
年の数値

島外からの企業誘致数 1社 3社 目標値は5年間
の累計値

地域資源を活かした産業の創出数 － 3件 目標値は5年間
の累計値
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地産地消  

町外からの
お金の流入

町内での
お金の循環
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４ ） 経済の好循環づくりプロジェクト

　隠岐の島町の活力を高めていくためには、島内の経済循環を高めていくことが有効であ

ることから、島外から流入するお金を増やすとともに、島外へ流出するお金を抑制すること

により、島内での経済の好循環を生み出していく取り組みです。

① プロジェクトの背景と狙い

　インターネット通販の普及や物流網の発達等を背景とした量販店の立地により、全国ど

こにいても安価、品質の高い商品が簡単に手に入るようになりました。隠岐の島町において

も、大手量販店の立地等が進み、買い物の利便性向上に効果が見られる一方で、消費の島

外への流出が進み、個人商店の減少、各地域における身近な買い物環境の喪失、中心部の

にぎわい低下等の悪影響が顕在化しています。

　また、島内で生み出された所得がどの程度島内に還流するかを示す「地域経済循環率」

は67.8％となっており、島根県平均（83.8％）を約16ポイント下回っています。

　また、町民の買い物動向調査においては、衣料・身の回り品等がインターネット通販や本

土での購入に頼る傾向が高く、総じて、企業活動、町民生活において、島外へ相当量のお金

が流出しています。

　観光や産業振興を通じた島外からの外貨獲得に努めるとともに、食やエネルギーの地

産地消の推進、地元購買に向けた意識啓発等の推進を通じて、島内の経済循環を高める

取り組みを推進します。
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② 関係する基本施策

　■既存産業の活性化と承継を進めます（P66）

　■島内流通の活性化を進めます（P74）

　■資源が循環する島をつくります（P78）

③ ＫＰＩ（再掲）

　【主なプロジェクト構成課】

商工観光課・農林水産課・環境課・教育委員会総務学校教育課

指　　　　標 現状値(2018) 目標値(2024) 備考

町内小売業の販売額 13,304百万円/年 13,304百万円/年

学校給食における地産地消率 14.5％（米以外） 20％（米以外）

木質ペレットの製造量 100ｔ/年 1800ｔ/年
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